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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、中期マクロ動学モデルを展開し、長期にわたる不況や高失業のような最近
の重要なマクロ経済問題を解明することである。これらの諸問題は、短期の景気循環理論や長期の成長理論のどちらに
よってもうまく分析できていない。このような問題を分析するため、マランヴォー、ブランシャール、ソロー、フェル
プス、ボードリーなどによって中期マクロ経済学が提唱されたが、この研究分野はさらなる展開が期待されている分野
である。本研究は、中期的な諸問題に関する理論的および実証的研究であり、「成長と循環」「賃金と失業」「オーク
ンの法則の理論的基礎」「開放経済における成長と失業」などの問題を分析している。

研究成果の概要（英文）：This sdudy develop medium-run macrodynamic models that deal with aggregate economi
c issues, such as prolonged stagnation or persistent unemployment, which do not fit into either short-run 
business cycle or lonng-run growth theories. The medium-run macroeconomics has been proposed by Malinvaud,
 Blanchard, Solow, Phelps, Beauldry, and others. This research area has emareged over last two decade as a
 new and distinct field of inquiry, and needs further explorations. This study includes theoretical as wel
l as empirical researches that cover topics related to medium-run problems, such as "growth and fluctuatio
ns", "wages and unemployment", "theoretical foundations of Okun's law", "growth and unemployment in an ope
n economy". Each study includes new approach or new findings.
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１．研究開始当初の背景 
（１）マクロ経済学は景気循環を対象とする
短期理論と、経済成長を対象とする長期理論
に分けられる。短期理論では、資本ストック
や技術が一定で、価格は硬直的と仮定される。
長期理論では、資本蓄積や技術進歩が考慮さ
れるが、価格の伸縮性によってすべての市場
は均衡し、したがって完全雇用が実現される
と仮定される。「失われた 20 年」と呼ばれる
日本の長期不況や 1980 年代以来のヨーロッ
パ諸国における高失業の持続は、これらの理
論では解明できない問題であり、ここに中期
マクロ経済理論の構築の必要性があるが、 
（２）中期マクロ経済学は、マランヴォー、
ブランシャード、フェルプス、ソロー、ボー
ルドリーなどによって提唱されたが、この分
野の研究は、その重要性にもかかわらず、ま
だ十分発展しておらず、一般的に認められ確
立された理論もまだ存在しない状態である。 
２．研究の目的 
（１）中期マクロ経済学の分野のこれまでの
研究成果を基礎としながら、それを動学的に
展開することによって、中長期にわたる不況
や高失業を的確に説明できる動学モデルを
構築し、可能な範囲でその実証を行う。 
（２）具体的には、「成長と循環」、「賃金と
失業」、「経済成長と失業」、「開放経済におけ
る成長と失業」などの問題について、中期的
な観点から解明できる動学モデルを構築し、
長期の不況や失業を多角的に分析すること
が、本研究の目的である。 
３．研究の方法 
（１）研究代表者（1 人）と研究分担者（4
人）は、各自の専門領域に応じて研究テーマ
を分担し、毎月 1回程度の研究会をもち、研
究を進めた。 
（２）まず、中期マクロ経済学に関連する分
野で過去 10 年余の間に発表されてきた文献
を調べ、研究成果を整理しながら、これまで
の研究の到達点とさらに追究されるべき問
題を明らかにした。 
（３）失業の原因については、伝統的に 2つ
の見方がある。労働市場の不完全性に原因を
求める主流派経済学の見方と、総需要の不足
に原因を求めるケインズ派の見方である。こ
れらの見方を中期マクロ動学モデルの枠組
みにどのように組み込むかが課題となる。本
研究では、ソローの成長モデルをベースにし
ながら、生産関数に稼働率を導入し、労働市
場には実質賃金率を失業率の減少関数とし
て表す賃金設定式を導入して、遊休設備や失
業の存在と両立する成長モデルを構築した。 
（４）このモデルを基礎としならが、次の 4
つのテーマについて分析を行った。➀「需要
制約下の成長と循環」②「賃金と失業の中期
的分析」③「経済成長と失業：オークンの法
則の理論的基礎」④「開放経済における成長
と失業」。これらのテーマを各研究分担者に
１つまたは２つ割り当て、研究代表者はそれ
らすべてに関わる形で研究を進めた。 

４．研究成果 
（１）「需要制約下の成長と循環のモデル分
析」：ソロー型の成長モデルを拡張し、資本
蓄積や技術進歩を考慮しながら、完全雇用・
完全稼働の均斉成長から乖離した状態も分
析できるような動学モデルへと展開する。こ
のモデルの核となるのは、稼働率を考慮した
生産関数の導入、実質賃金率を失業率の減少
関数とする賃金設定式の導入、および企業と
家計の期待の影響を考慮した投資関数と貯
蓄関数である。このモデルの分析から次のよ
うな結果が得られる。➀このモデルの定常状
態は企業や家計の期待成長率に依存して決
まり、一般に遊休設備や失業を含むものとな
ることが明らかにされる。②期待成長率がよ
り低い定常状態では、稼働率がより低く、失
業率はより高くなる。このことは、長期にわ
たる不況や失業が企業や家計の期待の状態
によって生じることを示唆するものである。
③定常状態に収束する過程で循環的変動が
生じ、失業率は成長率に遅れをもって変動す
る。この結果は事実と整合的である。 
（２）「賃金と失業の中期的分析」：上述のモ
デルとは若干異なる中期マクロ動学モデル
を構築し、賃金と失業の関係に焦点を合わせ
た分析を行う。モデルの基本的な考え方は上
述のモデルと同じであるが、生産関数に若干
の変更を加え、通常の生産関数のなかに資本
の稼働時間と一人当たりの労働時間を明示
的に導入する。これによって、賃金と失業の
関係をより明確に分析できる。このモデルは、
失業の原因を高い失業手当や労働保護的な
法律などの労働市場の制度に求める主流派
経済学の見方と、実質利子率が高いことや企
業の期待成長率が低いことによる資本蓄積
率の低下に求めるケインズ派経済学の見方
の両方を考慮に入れている。このモデルの分
析から明らかになることは、次の諸点である。
➀実質利子率の上昇や期待成長率の低下に
よる資本蓄積率の低下は、失業率の上昇と実
質賃金率の低下をもたらす。②労働市場の硬
直化は失業率の上昇と実質賃金率の上昇を
もたらす。③中長期的な失業は➀と②の両方
によって説明できるが、どちらが支配的であ
るかは実質賃金率の高さが一つの指標とな
る。 
（３）「経済成長と失業：オークンの法則の
理論的基礎」：中期動学モデルは、オークン
の法則の理論的基礎付けに応用できる。オー
クンの法則とは、1960 年代のアメリカ経済の
観察から、失業率の１％の低下が産出量の約
３％の上昇をもたらすという関係を発見し
たオークンの名を冠する経験法則である。最
近では、オークンの法則は失業率の変化率と
経済成長率の関係として表されるのが一般
的で、前者に対する後者の比率はオークン係
数と呼ばれ、最近のアメリカ経済では、その
値は約 2であるとされている。その安定性に
ついては賛否両論あるが、この関係はマクロ
安定化政策を考える場合に依然として重要



な指標となっている。それにもかかわらず、
この関係を理論的に導き出した文献はこれ
までにない。本研究では、中期動学モデルに
もとづいてその理論式を導き出した。この理
論式においてオークン係数を決定要因とな
るのは、➀労働時間の稼働率弾力性、②実質
賃金率の雇用率弾力性、③産出の雇用弾力性、
④労働と資本の代替弾力性、であることが明
らかにされた。次に、この理論式の検証を行
った。➀～④の弾力性の値はデータから求め
ることができる。求めた値を理論式に当ては
めると、オークン係数の理論値が出てくる。
他方、通常の方法で、失業率の変化と経済成
長率を回帰することによって、オークン係数
の値が直接求められる。これら二つの値を比
較することによって、理論式の妥当性を判定
できる。日本のデータを用いた検証の結果、
理論式が出てくるオークン係数と通常の回
帰式から出てくるそれとはほぼ一致した。す
なわち、理論式の妥当性が実証された。また、
日本のオークン係数とアメリカのそれとを
比較すると、日本の方が高いこと、そしてそ
の原因は、上記の弾力性のうち➀と②の値が
日本の方が大きいことによって説明される
ことが明らかにされた。 
（４）「開放経済における成長と失業」：経済
のグローバル化に伴って、一国の経済成長や
失業の問題を考える場合に、外国からの影響
を無視することはできなくなっている。成長
モデルのなかにも、国際間の資本移動や貿易
が経済成長に与える影響を分析したものも
あるが、それらが中長期的な失業に与える影
響を分析した文献はほとんどない。本研究で
は、ソローの成長モデルを拡張することによ
って、開放経済における失業の問題を分析す
る。まず、ソロー・モデルのなかに実質賃金
率を失業率の減少関数として表す賃金設定
式を導入することによって、失業率を内生化
した成長モデルを構築し、閉鎖経済における
成長率と失業率の決定を分析する。特に、貯
蓄率、技術進歩率および人口成長率が失業率
に及ぼす影響に焦点を合わせて分析する。次
に、このモデルを開放モデルへと拡張する。
開放経済においては、一国の貯蓄は国内投資
と海外投資に分かれるので、閉鎖経済の場合
のように国内貯蓄と国内投資の均等は成り
立たず、したがって、貯蓄の決定と投資の決
定は独立になる。小国かつ完全資本移動の場
合を想定し、したがって実質利子率は外国の
水準に等しく決まると仮定する。実質為替レ
ートは純輸出関数と賃金設定式のなかに変
数として入り、したがって、財市場と労働市
場を通じて国内経済に影響を及ぼす。貯蓄率、
技術進歩率、人口成長率が失業率に及ぼす影
響を、閉鎖経済モデルと開放経済モデルの場
合について比較することによって、経済のグ
ローバル化による影響がわかる。分析の結果
次のような点が明らかになる。➀貯蓄率の上
昇は、閉鎖経済では失業率の低下をもたらす
のに対して、開放経済では失業率の上昇をも

たらす。②開放経済において、期待成長率の
低下によって国内投資が減少すると、失業率
は上昇する。③技術進歩率および人口成長率
の上昇は、閉鎖経済では失業率の上昇をもた
らすのに対して、開放経済では失業率の低下
をもたらす。 
（５）以上が 3年間にわたる本研究の主たる
成果であるが、この他、「金融不安定性の分
析」「企業の規模分布と経済成長」「非正規労
働の増加と所得分配」等の問題についての研
究も行った。本研究の成果は、すべて英文論
文としてまとめ、”Studies in the Medium-Run 
Macroeconomics”と題して、World Scientific 社
から出版することが決まっている。2014 年中
に出版される予定である。この研究分野の著
書は少なく、Medium-run Macroeconomics と題
する著書はほとんど見当たらない。この著書
が国内外にインパクトを与え、この分野のさ
らなる発展につながることを期待している。
この他、本研究の成果として、さまざまな雑
誌で論文を発表し、学会発表も多数行った。 
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